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市の人事行政の公正性・透明性を高めるため、「小山市人事行政の運営等の

状況の公表に関する条例」に基づき、市民の皆様に、本市職員の任用、給与、勤

務条件などの状況を公表します。 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（1） 採用試験の実施状況 （平成 26年 4 月 2 日～平成 27年 4 月 1日採用者） 

試験区分 受験者 最終合格者 競争率 

事務職員 

一 般 事 務 221 人 30 人 7.4 倍 

自己アピール採用 

(一般事務) 
4 人 1 人 4 倍 

身体障がい者対象 

(一般事務) 
1 人 0 人 － 

技術職員 

土 木 技 師 5 人 3 人 1.7 倍 

建 築 技 師 6 人 2 人 3 倍 

保 健 師 6 人 3 人 2 倍 

保 育 士 7 人 2 人 3.5 倍 

消 防 職 員 48 人 16 人 3 倍 

合    計 298 人 57 人 － 

（２） 昇任の状況 （平成 26年 4月 2日～平成 27 年 4月 1日）  

昇任試験及び小山市職員試験委員会における選考により昇任を行っています。 

職 名 昇任者数 職 名 昇任者数 

参  事 7  （1） 人 主  任 35 （14） 人 

副参事 4  （2） 人 主  査 11  （3） 人 

主  幹 19  （7） 人 業務主任 1  （1） 人 

副主幹 45 （19） 人   

※ 括弧内は女性職員数です。  

※ 消防職は含みません。 
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（３） 再任用制度及び任期付職員制度の実施状況 （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

本格的な高齢社会に対応するため、職員の長年培った知識・経験を活用するとともに、定年退

職から年金支給開始までの間の生活を支える仕組みとして、再任用制度を導入し、働く意欲と能

力のある定年退職者等を再雇用しています。 

また、厳しい財政状況下において高度化、多様化する住民ニーズに的確に対応した行政サー

ビスを実現するため、平成 18 年から任期付職員制度を導入し、専門知識や技量を有する者等を

一時的、限定的業務に任期を区切り採用しています。さらに、平成 24 年 4 月 1 日から、本市独自

の学級編成基準に基づき、複式学級を解消するため、市費負担の任期付教職員を採用し、より充

実した教育環境の醸成を図っています。 

 職種          区分 常時勤務職員 短時間勤務職員 合 計 

再任用 

職員 

一 般 行 政 職 1 人 23 人 24 人 

技 能 労 務 職 0 人 12 人 12 人 

消   防   職 0 人 4 人 4 人 

合 計 0 人 39 人 40 人 

任期付 

職員 

一 般 行 政 職 1 人 11 人 12 人 

教 育 職 4 人 0 人 4 人 

合 計 5 人 11 人 16 人 

育児休業代替

任期付職員 

一 般 行 政 職 2 人 0 人 2 人 

合 計 2 人 0 人 2 人 

（４） 職員の離職の状況 （平成 26 年度実績）  

職種 一般行政職 技能労務職 消防職 小計 警察職 教育職 合計 

退職者数 59 人 4 人 8 人 71 人 0 人 8 人 79 人 

※ 派遣元への帰任等を含みます。 

（５） 定員管理の状況 

① 部門別職員数の状況 （各年 4月 1日現在) 
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② 部門別職員数の状況と主な増減理由 (各年 4月 1日現在) 

区分  

 部門 

職員数 対前年増減数 
平成 27 年度の 
主な増減理由 

平成26年 平成 27年 平成 26年 平成 27年 

一
般
行
政
部
門 

議 会 10 人 10 人 0 人 0 人  

総 務 185 人 236 人 6 人 51 人 職員配置の見直し 

税 務 60 人 57 人 ▲1 人 ▲3 人 納税業務の見直し 

民 生 172 人 165 人 ▲6 人 ▲7 人 退職不補充 

衛 生 55 人 57 人 2 人 2 人 健康づくりの企画立案 

農林水産 44 人 43 人 1 人 ▲1 人 退職不補充 

商 工 23 人 26 人 1 人 3 人 
ロブレ利用推進の業務
増 

土 木 132 人 136 人 ▲1 人 4 人 
エコ・ミュージアム対策
推進等の業務増 

小 計 681 人 730 人 2 人 49 人  

部
門 

特
別
行
政 

教 育 170 人 108 人 ▲15 人 ▲62 人 
職員配置の見直し 

指定管理者制度の導入 

消 防 191 人 197 人 ▲6 人 6 人 業務強化 

小 計 361 人 305 人 ▲21 人 ▲56 人  

普通会計 1,042 人 1,035 人 ▲19 人 ▲7 人  

会
計
部
門 

公
営
企
業
等 

病 院 3 人 1 人 ▲7 人 ▲2 人 事務の移行 

水 道 20 人 19 人 0 人 ▲1 人 再任用制度の活用 

下水道 26 人 24 人 0 人 ▲2 人 事務の統合 

その他 50 人 51 人 0 人 1 人 
後期高齢者医療制度の
業務増 

小 計 99 人 95 人 ▲7 人 ▲4 人  

合   計 1,141 人 1,130 人 ▲26 人 ▲11 人  

※ 職員数は一般職に属する職員数で､地方公務員の身分を保有する休職者､派遣職員などを含み、

臨時又は非常勤職員を除いています｡ 

※ 小山市民病院は平成 25 年 4 月 1 日に地方独立行政法人に移行しました。 

※ 総務部門と教育部門では、次のような大幅な組織改正があったため、両部門間における職員

数の増減が大きくなりました。 

①教育部門にあった「文化振興課」を総務部門へ移行 

②総務部門の出張所業務を兼務から主務とし、教育部門の公民館業務を主務から兼務へと変更 
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（６） 職員数の推移 (各年 4月 1 日現在) 

小山市では、平成 12年度から 5ヵ年ごとに「定員適正化計画」を作成し、事務事業の見

直しや指定管理者制度・民設民営化の導入、業務のＩＴ化などを行い、定員の適正管理に

取組んできました。その結果、平成 12年から平成27年までの 15年間に合計717人の職

員が削減され、本市行政のスリム化が図られました。 

今後も「定員適正化計画」に基づき、定員の適正な管理を継続していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 小山市民病院は、平成 25 年 4 月 1 日に非公務員型の一般地方独立行政法人に移行しました。 

※ 平成 25 年度から平成 27 年度までの病院・消防を除いた職員数には、新小山市民病院への派遣職員を含みます。 

※ 平成 27 年度以降、法律改正に伴い職員数から教育長を除く取扱いとなっております。 

※ 平成 27 年度の職員数には、育児休業代替任期付職員を含みます。 
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２　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況

 「年収ベース」は、平均給与月額を12倍したものに、前年度に支給された期末・勤勉手当の額を加えた試算値です。

（４） 職員の初任給等の状況  (平成27年4月1日現在)

※ 人件費には市長、副市長、市議会議員、各種行政
委員会等の特別職に支給される給料・報酬を含みま
す。
※　平成27年9月1日現在見込

326,611円

142,100 円

国

－

小　山　市

174,200 円

287,992円

　※ 1 

408,472円
43.5歳

高校卒

  ※ 3  

技能労務職

-

  ※ 2  「平均給与月額 国ベース」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含
まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

区分

（３） 職員の平均給料月額､平均給与月額及び平均年齢の状況  (平成26年4月1日現在)

330,900円

年収ベース
（試算値）

平均給料月額

15.4%

5,830千円

平均年齢

52.4歳

平均給料月額

平成25年度
人件費比率

技能労務職一般行政職

174,200 円

6,352千円

平均年齢

未公表335,000円

平均給与月額

〃 国ベース

区分

小山市

年収ベース
（試算値）

327,900円

国

128,000 円

405,583円

363,102円
42.7歳

142,100 円

 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのす
べての諸手当の額を合計したものです。

平均給与月額

〃 国ベース

366,137円

350,718円

50.1歳未公表
-

一般行政職
大学卒

高校卒

（１） 人件費の状況（平成26年度普通会計決算見込） 

人件費 89億6,587万円（人件費比率15.9％） 

歳出額  563億 3,936万円 

（２） 職員給与費の状況（平成26年度普通会計決算見込） 

 
 

               期末勤勉手当 
 

           14億 2,502万円 

      職員手当（退職手当除く） 
 

            8億 7,355万円 
 給料 
      

 37億 3,541万円 

     給与費総額 
     60億 3,398万円 

※ 平成26年4月1日現在の職員数は、1,086人です。 
  （教育長は除き、任期付及び再任用の短時間勤務職員45人を含んでいます。） 
※ 平成27年9月1日現在見込 

61.9% 
14.5% 

23.6% 
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【参考】国家公務員(行政(－)及び指定職)モデル給与例　人事院より（平成26年8月)

（６） ラスパイレス指数　（国家公務員を100）

技能労務職

 平成19年度より給料を1～2%削減しています（主事級職員は除く）。

 ただし、技能労務職員においては平成20年度は5%、21年度は6%、22～23年度は7%一律削減しています。

平成24年度から技能労務職員は、7％削減後の給料表を制定しています。

括弧内の「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値です。

　①級別職員の状況  (平成27年4月1日現在)

※ 1 小山市給与条例に基づく給料表の級の区分による職員数です。

※ 2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

（８） 特別職の報酬等の状況  (平成27年4月1日現在)

970,000円 826,000円 693,000円 600,000円 540,000円 510,000円

※ 1

※ 2

6級

課長・所長

100 100.0

111.1
120.4

（114.2）

100.4

平成24年度
（参考値）

108.9
（100.6）

108.2
（99.9）

平成26年度

274,600 円

372,800 円

205,400 円

5級

100.3小山市

経験年数 7年

区分

経験年数15年

338,800 円

7級

119.9
（113.7）

9.4% 100.0%

108.1
（99.9）

88 人 124 人 662 人132 人

構成比

100.0

13.3%

標準的な職務内容

経験年数20年

一般行政職
県内市平均

100.1

18.7% 7.7%

100.0

※1

※2

区分

27.0%

（７） 一般行政職の級別職員の状況等

計

職員数

1級 4級

179 人 16 人

-

2級

主査・主任 部長等

平成21年度

高校卒 191,600 円

以上15年未満

218,900 円

平成23年度

一般行政職
（平成27年）

大学卒

344,000 円大学卒

234,800 円

高校卒 208,600 円

266,700 円

290,100 円

285,400 円

12.5%

議長 副議長

2.4%14.9%32.9%

議員

16.4% 2.1%

市長 教育長

報　酬

特別職の報酬は、小山市特別職報酬等審議会の答申を受けて定められています。

6月期 1.4月、12月期 1.7月、 計 3.1月（平成26年度支給割合）期末手当

19.9%

62 人

2.4%

8級

110 人

係長

100.2

116.1

月額

12,007,000円

3,751,000円配偶者 235,000円

区分

平成22年度

区分

53 人

給　料

10.9%

副市長

51 人

報酬等月額

市長の給料は 10%、副市長・教育長の給料は 5%減額しています。  （表の金額は減額後の額です。）

671 人

10 人

1.5%

73 人 221 人 100 人 14 人 16 人

100.0%

以上20年未満

平成25年度
（参考値）

107.5
（99.7）

経験年数10年

374,300 円

参
考

84 人

118.3

3級

前年の構成比

前年の職員数

小山市 117.4

7.9%

主事・技師等

職務段階 年齢 家族構成

（５） 職員の経験年数別､学歴別平均給料月額の状況  (各年4月1日現在)

353,800 円

年間給与

以上25年未満

一般行政職
（平成26年）

232,800 円

以上10年未満

355,300 円

7,442,000円

25歳 独身 186,100円 2,985,000円

30歳

18歳 独身 142,100円 2,279,000円

22歳 独身 174,200円 2,794,000円
係員

係長
35歳 配偶者、子1人 294,400円

50歳

本府省課長補佐 35歳 配偶者、子1人 460,814円

地方機関課長

4,750,000円

40歳 配偶者、子2人 326,400円 5,259,000円

配偶者、子2人 448,900円 7,119,000円

事務次官 － － 1,413,640円 22,951,000円

本府省課長 45歳 配偶者、子2人 733,842円

本府省局長 － － 1,076,160円 17,472,000円
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(９) 職員手当の状況 （平成26年度実績）

区分

 (1) 配偶者 13,000円

 (2) 配偶者以外の扶養親族 6,500円

 ※ 職員に配偶者がない場合の1人目の子等 11,000円

 (3) 満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子 1人につき5,000円加算

 (1) 借家･借間居住者 支給限度額   27,000円

 (1) 交通機関利用者 支給限度額   55,000円

 (2) 四輪自動車使用者（片道2km以上の通勤者） 3,500円 ～ 44,200円

 (3) 自転車･バイク使用者（片道2km以上の通勤者） 2,600円 ～ 31,600円

  （平成26年度支給割合)

一般職の退職手当 特別職の退職手当

職  名

市  長

職 副市長

手 教育長

○ その他の加算措置

○ 1人当たり平均支給額

支給率

3% 3%

 職員全体に占める支給職員の割合

 支給対象職員1人当たり平均支給年額

 手当の種類

 年間支給総額

 職員1人当たり年間支給額

※地域手当、特殊勤務手当、時間外手当については、病院・水道会計は除いています。

手
当

住
居

1.225月

（応募認定・定年)

27.025 月分

36.57 月分

通
勤
手
当

退

時
間
外
手
当

特
殊
勤
務
手
当

職員１人当たり年間支給額
地
域
手
当

140,121千円 122,913 千円

408,932 千円

402 千円

13種類

国の制度
（支給率）

小山市、野木町

支給対象地域

26.8%

17,584 円

勤続25年

勤続35年

最高限度額

43.70 月分

52.44 月分

定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算）

支給実績

52.44 月分

当

30.82 月分

期
末
･
勤
勉
手
当

52.44 月分

管理監督職員以外の職員

21.62 月分

(自己都合)

(0.8月)

※ 括弧内は、再任用職員に係る支給割合です。

2.2月
計

(0.9月)(1.45月)

1.9月

○ 職制上の段階､職務の級等による加算措置　有

勤続20年 在職月数×42÷100

在職月数×25÷100

在職月数×21÷100

支給率

内容

2.6月 1.5月

(0.375月)

管理監督職員

0.875月

(0.425月)

(0.7月)

0.675月

勤勉手当勤勉手当

(0.475月)

(0.325月)

1.025月

23,133千円

期末手当

(0.55月)

扶
養
手
当

0.825月
12月期

1.175月

期末手当

1.025月
6月期

1.375月

(0.65月)

(1.25月)(0.7月)

- 7 -



- 8 - 

（10） 勤務時間の状況 （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

一週間の勤務時間 勤務の開始時刻 勤務の終了時刻 休憩時間 

38 時間 45分 8 時 30 分 17 時 15 分 12 時～13時 

 

（11） 年次有給休暇の状況 （平成 26 年度実績） 

制度概要 1 年度につき 20日付与。 現年度付与分のみ翌年度に繰り越し可。 

平均使用日数 8.9 日 

 

（12） 特別休暇等 （平成 27 年 4月 1 日現在） 

種   類 付 与 日 数 

公民権行使のための休暇 必要と認められる期間 

裁判員、証人等として出頭するための休暇 必要と認められる期間 

骨髄提供のための休暇 必要と認められる期間 

ボランティア休暇 5 日以内 

結婚休暇 連続する 7 日以内 

生理休暇 2 日以内 

妊婦の健康診査等のための休暇 

妊娠満 23 週までは 4 週間に 1 回 
妊娠満 24 週から満 35 週までは 2 週間に 1 回 
妊娠満 36 週から分べんまでは 1週間に 1 回 
産後 1 年までは 1 回 

妊婦の通勤混雑緩和のための休暇 1 日を通じて 1 時間以内 

産前休暇 7 週間又は 8週間以内 

産後休暇 8 週間以内 

育児時間 1 日 2 回それぞれ 30 分 又は 1 日 1 回 60 分 

妻の出産 2 日以内 

育児参加休暇 5 日以内 

子の看護のための休暇 5 日以内(2 人以上は 10 日) 

短期の介護休暇 5 日以内(2 人以上は 10 日) 

忌引 親族との続柄に応じ 7 日から 1 日以内 

父母の祭日（法要） 1 日以内 

夏季休暇 連続する 6 日以内 

災害による現住居の滅失等 7 日以内 

災害又は交通機関の事故等 必要と認められる期間 

災害時における身体の危険回避 必要と認められる期間 

病 気 

休 暇 

公務上の負傷又は疾病、結核性疾患 1 年以内 

その他私傷病 90 日以内(市規則で定める負傷、疾病は 180 日) 

組合休暇（任命権者が許可する場合） 30 日以内 

修学部分休業 1 週間の勤務時間の 1／2 以内（無給） 

自己啓発等休業 
大学等課程の履修 2 年（特に必要がある場合は 3年）以内 

(無給) 
国際貢献活動 3 年以内 
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（13） 育児休業等の状況 （平成 26 年度実績） 

 制度概要 新規取得者数 

育児休業 

3 歳未満の子を養育する場合に取得できる。

子が3歳に達するまでの期間内で休業できる

（無給）。 

10 人 

(1 人) 

部分休業 

小学校就学前の子を養育する場合に取得で

きる。 勤務時間の始め又は終わりに 1 日を

通じて 2時間以内（取得時間は無給）。 

5 人 

(0 人) 

育児短時間勤務 

小学校就学前の子を養育する場合に取得で

きる。 1週間の勤務時間を19時間25分、19

時間35分、23時間 15分、24時間35分にで

きる（勤務時間数に応じて給料支給）。 

0 人 

(0 人) 

※ それぞれ平成 26 年度の新規取得者数（括弧内は男性職員）です。 

（14） 介護休暇の状況 （平成 26 年度実績） 

制度概要 取得者数 

配偶者、父母、子などの負傷、疾病、老齢により、介護をする場合に

取得できる。 連続する6ヶ月の期間内において必要と認められる期

間（無給）。 

0 人  
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３ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１） 分限処分者数 （平成 26 年度実績） 

分限処分とは、公務の能率の維持やその適正な運営の確保の目的から、勤務実績

不良、心身の故障等のため職責を十分に果たせない等の場合に行うものです。 
 

区分 降任 免職 休職 降給 合計 

処分者数 0 人 0 人 12 人 0 人 12 人 

 

（２） 懲戒処分者数 （平成 26 年度実績） 

懲戒処分とは、職務上の義務違反や公務員としてふさわしくない非行がある場合に、

職員に一定の義務違反に対する道義的責任を問い、公務における規律と秩序を維持

することを目的として行うものです。 
 

区分 戒告 減給 停職 免職 合計 

処分者数 3 人 4 人 2 人 1 人 10 人 

 

４ 職員の服務の状況 

（１） 地方公務員の服務規律の概要 

すべての職員が、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務することと、全力を挙

げて職務の遂行に専念することが、職員の服務の根本原則とされています。 

具体的には、職務に専念する義務、法令や上司の職務上の命令に従う義務、信用を

傷つけ不名誉となる行為の禁止、秘密を守る義務、政治的行為の制限、ストライキ等の

争議行為の禁止、営利企業等に従事することの制限などです。 

 

（２） 服務規律確保のためにとった措置の概要 （平成 26 年度実績） 

文書により、職員に職務遂行上の法令遵守はもとより、私生活においても市民から信

頼される行動を促すとともに、管理監督者による指導の徹底を図り、職員の服務規律の

確保に努めました。 

 

（３） 営利企業等の従事の状況 （平成 26 年度実績） 

営利企業等の従事の内容 承認職員数 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員、顧

問、評議員及び当該団体の重要方針決定に参画する職員の地位を兼ねる場合 
0 人 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 0 人 

報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合 11 人  
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５ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

職員研修では、行政の担い手である職員一人ひとりの能力開発と組織の活性化を図る

ため職員研修の充実・浸透や自己啓発意欲の促進を推進し、住民福祉の向上を実現する

ため、次のような研修を行いました。 

 

（１） 小山市単独研修  

時代の変化に対応し、より主体的・効率的に行政運営を行うための知識の習得と能

力の向上を目的に実施しました。 

（平成 26 年度実績） 

研修名 受講者 研修名 受講者 

新任部長級職員研修 11 人  パソコン中級研修  20 人 

新任課長級職員研修 20 人  手話研修（初級） 9 人 

新任係長級職員研修 35 人  手話研修（中級） 6 人 

CS リーダー研修 36 人 人事評価研修 275 人 

新採用職員市単独研修 36 人 交通安全研修 949 人 

法制執務研修 25 人 地域医療研修 397 人 

政策形成市単独研修 12 人  自主研究 5 人 

中堅職員研修 11 人  合  計 1,847 人 

 

（２） 小山地区職員研修協議会主催研修 （小山市・下野市･野木町で構成） 

主に係長級以下の職員を対象に、各階層に応じて、職員に必要な知識や技能の修得

を目的に実施しました。 

 （平成 26 年度実績） 

研修名 受講者 研修名 受講者 

新採用職員第１部研修 36 人 政策形成研修 13 人 

新採用職員第２部研修 36 人 折衝交渉研修 20 人 

新採用職員フォローアップ研修 34 人 JST 基本コース研修 24 人 

接遇研修 43 人 ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ能力開発研修 30 人 

初級職員研修 32 人 組織リーダー研修 25 人 

ＪＫＥＴ（公務員倫理）研修 37 人 コーチング研修 22 人 

中級職員研修 37 人 管理監督者研修 128 人 

ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ（若手職員）研修 28 人 職員力向上研修 18 人 

コミュニケーション研修 16 人   

接客スキルアップ研修 30 人 合  計 609 人 
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（３） 栃木県市町村振興協会主催研修(県内全市町で構成)  

及び栃木県自治研修所合同研修 

主に課長･係長級の職員を対象に、管理監督者として必要な知識や能力の養成を目

的に実施しました。 

（平成 26 年度実績） 

研修名 受講者 研修名 受講者 

行政法講座 3 人 タイムマネジメント講座 2 人 

コミュニケーション・カウンセリング講座  2 人 接遇レベルアップ講座 23 人 

トピック講座 2 人 法務基礎養成講座 23 人 

住民との協働講座 1 人 民法講座 7 人 

メンタルヘルス講座 4 人 プレゼンテーション講座 2 人 

メンタルヘルスケア講座 1 人 広聴広報力向上講座 4 人 

職場リーダー研修 2 人 ＯＪＴ研修 2 人 

課長級マネジメント研修（戦略経営講座）  2 人 研修担当者研修 1 人 

政策法務実践講座   1 人 地方自治制度指導者養成研修 1 人 

クレーム対応力講座 6 人 情報力研修 2 人 

組織内リスク管理講座 2 人 発想力研修 2 人 

ファシリテーション講座 2 人 合  計 101 人 

パワーハラスメント防止研修 4 人   

 

（４） 派遣研修 

高度な専門的知識を習得し、職場へフィードバックさせることによって、質の高い行政サー

ビスの提供と事務の効率化を図るため、専門的な機関や民間企業に職員を派遣しました。 

 （平成 26 年度実績） 

研 修 機 関   研  修  科  目 受講者 

自治大学校 第２部課程 1 人 

市町村アカデミー 

固定資産税課税事務（家屋） 1 人 

固定資産税課税事務（土地） 1 人 

政策企画の戦略 1 人 

議会事務 1 人 

住民税課税事務 1 人 

市町村税徴収事務 1 人 
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【(４) 派遣研修の表の続き】   

研 修 機 関   研  修  科  目 受講者 

全国建設研修センター 

都市計画 1 人 

建築基準法（建築物の監視） 1 人 

開発許可Ⅰ 1 人 

土木施工管理 1 人 

建築リニューアル 1 人 

開発許可Ⅱ 1 人 

とちぎ建設技術センター 

土木工事積算ステップアップ研修(中級編) 4 人 

土質調査法とその活用 3 人 

土木工事設計積算（入門編） 8 人 

新規採用市町村等職員研修 5 人 

公共建築工事の「施工プロセス」の攻略法 1 人 

道路の水処理は大事  5 人 

快適から管理瑕疵まで～舗装面点検～ 1 人 

安心のコンクリートと橋梁の維持管理  1 人 

下水道の安全な管渠埋設 2 人 

下水道処理施設の管理 2 人 

悩み解決！用地実務研修 2 人 

会検指摘事項から学ぶ留意点 6 人  

建築工事の積算ミスを無くすために 1 人 

事故事例から学ぶ現場の安全管理 1 人 

建築物の構造計算チェックの勘どころ 2 人 

日本下水道事業団 
下水道事業入門 1 人 

設備の長寿命化計画 1 人 

日本経営協会 

新任担当者のための秘書実務 1 人 

地方自治体女性職員交流研究会 2 人 

徴収事務を実務的にマスターするシリーズ３ 2 人 

徴収事務を実務的にマスターするシリーズ４ 2 人 

キャラクター戦略で地域を元気にする 2 人 

民間企業派遣研修 4 人 

合     計 72 人 
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（５） その他 （自己啓発活動等支援） 

職員の自己啓発意欲を喚起し、職員の能力開発をすることにより、組織の活性化を

図ることを目的に自己啓発活動等を支援しました。 

〇 通信教育研修講座の受講料の一部補助 

〇 自主研究グループ活動の支援及び助成 

〇 職場研修(ＯＪＴ)実施の支援 

 

（６） 勤務成績の評定 

本市では、従来の勤務評定にかわる「人事評価制度」を平成 19 年度から試行導入して

おり、平成 22年度から本格実施しました。 

「人事評価制度」は、職員が業績意識のもとで業務目標の達成や能力開発に取り組み、

結果として、努力し成果を上げた職員が適正な処遇を受けることで意欲向上に繋げ、また、

評価結果のフィードバックにより人材育成を図る仕組みとなっており、評価結果については、

翌年度 12月期の勤勉手当に反映しています。 
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６ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１） 公務災害補償の制度及び認定状況 （平成 26 年度実績） 

地方公務員災害補償基金 
一般職員の公務中及び通勤

途中の被災に対する補償 

13 名 

（骨折等） 

小山市議会の議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等に

関する条例 

非常勤職員・臨時職員の公務

中及び通勤途中の被災に対

する補償 

3 名 

（骨折等） 

（２） 健康診断実施状況 （平成 26年度実績） 

区   分 対象者 受診者数 

定期健康診断 全職員 441 人 

人間ドック 30 歳以上の職員 704 人 

（３） 健康管理研修会 （平成 26 年度実績） 

区   分 対象者 回   数 

メンタルへルス研修会 管理監督者・一般職員 各 1 回 

ﾊﾟﾜｰﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止研修会 管理監督者等 2 回 

（４） メンタルへルス対策事業 （平成 26 年度実績） 

区   分 対象者 内  容 

ストレス健康相談 全職員 
精神科医による相談を月に 1回実施 
相談件数：26 件 

カウンセリング相談 全職員 
産業カウンセラーによるカウンセリング
を年 30回実施 
相談件数：140 件 

ストレス調査 全職員 

メンタル不調を防止するため、全職員
を対象にストレスチェック(1 次)を実施、
要配慮と判定された職員に対し、2 次
調査を実施、その結果に応じて適宜カ
ウンセリング相談等の事後フォローを
実施 

（５） 福利厚生事業 

① 法律による制度（地方公務員等共済組合法） 

栃木県市町村 

職員共済組合 

短期給付事業 長期給付事業 福祉事業 

職員と家族の病気・ケ

ガ・出産・死亡・休業・

災害等への給付 

退職・障害または死

亡に対する年金や

一時金の給付 

健康の保持増進事業、

保養施設の運営、貸付

事業、貯金事業等 

② 条例による制度（小山市職員共済会に関する条例） 

ア 負担率（給料月額に対する掛金率） （平成 26 年度実績） 

掛金（共済会費） 市補助金 負担割合（職員：市） 

18,266,130 円 

（給料月額の 1000 分の 4） 
14,000,000 円 1 ： 0.766 

イ 市補助金決算額等 （平成 26 年度実績） 

補助金決算額 会員数 １人当たりの補助金負担額 

14,000,000 円 1,180 名 11,864 円 
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ウ 事業内容 （平成 26 年度実績） 

ⅰ） 補助金事業会計 （市補助金により運営） 

事業項目 内   容 助成単価等 受給者数 

保健衛生費 
人間ドック・脳ドック利用助

成 

自己負担額の7割（新小山市民病

院は 9割）、脳ドックは 10,000 円 
655 人  

福利厚生費 

（一財）小山市勤労者共

済ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ特別会員

事業費 

特別会員費：年額 3,859 千円 

職員共済会が加入することで、職員が同セン 

ターの会員サービスを受けられる。 

 
ⅱ） 掛金事業会計 （会員の負担する掛金により運営） 

事業項目 内   容 １人当たりの給付単価 受給者数 

給 付 費 

退会給付金 会員年数に応じて支給 91 人  

結婚祝金 3 万円 20 人  

銀婚祝金 2 万円 14 人  

傷病見舞金 1～2万円（期間に応じて支給） 11 人  

出産祝金 1.5 万円 37 人  

入学祝金 1 万円 74 人  

卒業祝金 1 万円（中学校卒業） 36 人  

永年勤続祝 
勤続 20 年  2 万円の旅行券 38 人  

勤続 30 年  6 万円の旅行券 31 人  

死亡弔慰金 1～10 万円（会員との関係に応じて支給） 52 人  

災害見舞金 5～30 万円（災害の程度に応じて支給） 0 人  

調整給付金 5 万円 1 人  

福利厚生費 

リフレッシュ助成 5 千円（最高限度）助成 1,118 人  

文化・体育クラブ

活動助成 
1 団体につき年間 30,000 円 12 団体  

７ 公平委員会の報告関係 

平成 26 年度小山市公平委員会の業務の処理状況 

   （平成 26年 4月 1日～平成 27年 3 月 31 日） 

業  務  内  容 件  数 

勤務条件に関する措置要求 0 件 

不利益処分に関する不服申立て 0 件 

職員からの苦情の処理 0 件 
 


